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西ドイツにおける財産分配政策論議の
現状とその問題点（2)
原 久 治
I はじめに
IT 財産分配政策論議の現状とその問題点（途中まで前号〉
][ 財産分配政策の政策的意義
百むすび
富山大学経済学部で、特に経済学科グループで植村元畳先生の御指導を賜わっ
てから10年が経過した。その問先生の御研究領域を越えた社会科学に関する学
問的方法論を多少なりとも学ぶことができたことは幸いである。今回，先生の
御退官記念論文集のために，小生が西ドイツのヴュルツプルク大学経済学部の
H.オーム（Ohm）教授とフライフ守ルク大学経済学部のJ.H.ミュラー（Muller)
教授の下で、研究した成果の一部を寄稿したし、と思う。
以下前号のつづき。
第2の問題点は，利潤参加の諸構想、ではすべての企業形態にとって比較可能
な測定基準をみつけられるかどうかとしづ調査技術的な問題であるO 財産形成
に対する課税の測定基準とみなされているものは，グライツェ構想では配当の
控除額であり， クレレ構想では粗利潤である。グライツェ構想の場合は，彼
の考えの中に彼が名づけた「社会資本」（”Sozialkapital“〉すなわち自己金融量
( Selbstfinanzierungsvolume，自己資金調達量〉の所期の再分配に対応する測
定基準がある。しかし，適当な配当とは何かは，財務に係わる政策的要因の影
制 Willgerodt,H., Bartel, K., Schillert, U., a. a. 0., S. 296. 
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響を受けるから，経済計算では容易に決定することはできなし、。また，自己金
融量は恒常的に減少しているし，自己資金の蓄源となる留保利潤が広範な社会
層において財産形成の唯一の源泉であるとは思われない。
これに対して，クレレ構想のように，粗利潤を既述の測定基準とみなす提案
は利潤参加の本源的な理念を踏破するものである。利潤参加という方法は財産
形成では留保利潤からのみ形成されてきたからである。
第3の問題点は，所得税や法人税の免税額の大小に関する問題である。グラ
イツェ構想やクレレ構想、では，収益参加（Ertragsbeteiligung）すなわち小論の
表現では利潤参加に対する免税額は，利潤参加税率が 2～10%で示される。
100マルク以上の利潤と約50%以上の収益とに係わる租税が課税される場合の
利潤では， 「控除額のない場合の課税義務は控除額のある場合の課税義務すな
わち純利潤に関して20%以上の課税義務がある場合の半分だけ多くなるであろ
う。」
第4の問題点は，所得分配や財産分配を変更させる可能性のある方法として
計画された「投資賃金」よりも「法的超経営的利潤参加」の方に財産分配政策
(4) 
を拡大し， 「一般的な利潤参加の実現」を図ることはむずかしいということで
ある。例えば， c.フォルケルス（Folkers）は，財産の増加に対して労働者の
参加が多くなれば，このことが財産分配にどのような影響を与えるかという効
（劫
果分析はなかなか困難であると批判している。また，フェールは国際金融制度
が安定し，外国への資本流出の危険がない状況を前提して，次の3つの難点を
削 Krelle,W., Schunck, ]., Siebke, ]., a. a. 0 . S. 209. 
(4?) Willgerodt, H., Bartel, K., Schillert, U., a. a. 0., S. 299. Pitz, K. H., ,,Uberbe-
triebliche Ertragsbeteiligung der Arbeitnehmer", Finanzarchiv, Bd. 28, 1968/1969, 
SS. 148-154, insbesondere, SS. 148-149. 
(43) Willgerodt, H., Bartel, K., Schillert, U., a. a. 0., S. 299. 
(4) Preiser, E., Theoretische Grundlagen der Vermogenspolitik, 1964, S. 47. 
位。 Folkers,C., ,,Die Wirkung einer verstarkten Beteiligung der Arbeitnehmer am 
Vermるgenszuwachsauf die Verteilung des Vermogensbestandes“p Finanzarchiv 
Bd. 32, 1973/1974, SS. 217ー 236,insbesondere S. 219. 
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挙げ、ていZ。最初の難点は，利潤参加計画が必然的に強制的な性格をもってい
ることである。すなわち，関係する法律が利潤参加を導入する企業を束縛する
ということである。 2番目の難点は，企業は実際にはある特定の大企業という
範曙で把握されることから生じる。 3番目の難点は， R ディットマル（Dittmar)
が名づ、けたキリスト教民主労働者団体（Christlich-Demokra tischen Ar bei tne-
hmerschaf t）が提案したように労働者の手中に入る利潤分配率は不変である
か，グライツェ構想のように労働者が「社会資本」に占める分配図式を 1つの
「基金J(Fonds.この発音はフォースである。〉に導入するかどうかを決定し
なければならないということである。
この他，グライツェとクレレのそれぞれの利潤参加計画に関する構想には課
税義務の構成，基金の管理・配分・投資規定などについて問題点はあるが，こ
れらの問題点はそれらの構想を詳しく吟味するときに検討したい。
次に，既述の自発的超経営的利潤参加計画には，既述の問題点の他には次の
ような問題点があると考える。その計画の代表的なものは， 1966年のフリート
リッヒ構想（Friedlich-Plan.これは未発行の報告書である。〉とシラーの提案
(Der V orschag Schillers）である。これらの構想の問題点はいろいろあるが，
そのうちでも特に租税徴収方法について問題点がある。これらの構想が法的超
経営的利潤参加計画の諸構想と本質的に異なる点は，企業の自由意思で参加す
るということである。特にフリートリッヒ構想には大きな租税上の特典があ
同 Preiser,E., a. a. 0., SS. 46-49. 
帥 Dittmar,R., Miteigentum-Kein praktz・scherVorschlag ? , 1958, S. 23; Derselbe, 
Lohn und Vermるgensverteilung,1974, S. 25, S. 28, S. 65. 
同 この特典は次の単純な数字例で示されている。仮定によって年間組利潤20万マルク
をlヨ発的利潤参加率5%で導入したいと思う個人企業には，貸付請求額を返済する年
にこの貸付を租税残高に入れなければならない無税の留保利潤1万マルク（＝粗利潤
の5%）から支払えばよく，租税免除（Steuersparnis）は約6,200マルク（＝関係す
る法律によれば，総収益税の約62%）になるとし、う租税上の特典がある。この場合，
租税をより少なく支払うという一時的な利得6,200マルクに対して， この個人企業は
5年～15年間で貸付からももちろん課税所得からも年間 1,000マルクを償還する必要
がある。 Willgerodt,H., Bartel, K., Schillert, U., a. a. 0., S. 313. 
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り，このことが刺激となって企業はこの計画に参加することになる。この構想
では，利潤を得た企業には租税上の特典が与えられるが，利潤参加税率の上限
を予め考慮し，その上自発的参加の場合には本来の留保利潤を予め規定してい
るO 一応道理にかなったこととはし、えそれらの規定の仕方には問題点がある。
自発的超経営的利潤参加計画に参加したいと思う企業に対する利点は，フリ
ートリッヒ構想よりもシラー提案の方が明白にあらわされている。シラーの提
案では，財産形成の重要な源泉が政府の無利子の貸付を意味する投資プレミア
ムと租税上の特典にあると考えられているが，この場合の債務償還に関する課
。岨）
税の仕方には問題点がある。
この他にも，この計画にはいろいろな問題点があるが，やはり他の機会に詳
しく検討するつもりであるO
3. 労働者の参加基金すなわち財産形成基金に関する議論
前述したように投資賃金制や労働者の利潤参加などの財産形成計画には，貯
蓄について短期と長期の凍結期間が含まれている。マクロ面で策定された投資
賃金計画や利潤参加計画の場合では，各企業や各産業における雇用者の不平等
な取扱いを避けるためには，企業が導入した手段はそのための基礎となる「基
金」に蓄積され，後にそれに関与した権利者に再分配される必要があった。
財産分配政策をめぐる議論のこの第3の分野では，形成される財産とこの財
産から得られる収益がどのようにして導かれ，誰がどのようにして財産を管理
し，再分配するのか，また，財産をどれだけの期間にどういう目的でその財産
に関与した権利者に再分配しなければならないか，などが議論の対象であり，
重要な論点である。多数の財産形成計画はこれらの問題に対する解答としてさ
まざまに組み合わされた提案を示しているものである。
ω シラーの提案は， 1967年8月30日西ドイツの連邦政府経済大臣であったシラ一氏が
第201回目のテレビ番組「世界」（，，DieWelt“）のテレビインタービューにおし、て1966
年のドイツ社会民主党大会で、彼が報告した内容を改めて提案したものである。Bohlen,
W., a. a. 0., S. 50. 
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労働者が生産財産に参加するための提案は， 1973年4月にドイツ社会民主党
(Die SPD）のハノーファ一大会で w.へッセルパッハ（Hesselbach）が行
なった同党の提案は，生産手段の社会化は「生活の質」（，，Lebensqualitat“〉
を向上させず，労働者を生活水準の点で満足させないから，社会的経済的諸問
題の解決をもたらさないとし、う世界的経験にもとづいてなされたものである。
この提案を契機として，労働者が生産財産の増加に参加するためには，どのよ
うな枠条件が必要であるかについて議論が展開された。
ドイツ社会民主党の「財産政策」の基本目的によれば，労働者が生産財産の
増加に参加するためには，次の少なくとも 4つの枠条件に留意する必要がある。
① 企業のいかなる「流動性」も除去してはならなし、。
② 企業の担税力，従って，投資準備も経済成長の際の利害関係で侵害して
はならない。
① 企業の費用計算を追求してはならなし、。また，価格転嫁の刺激も与える
べきではない。
④ 労働組合の賃金政策（Lohnpolitik）も問題にすべきではない。
このような労働者の財産形成計画の提案と枠条件が労働者の超経営的利潤参
加や生産財産の増加への参加に必要な「財産形成基金」（”Vermるgensbildungs・
fonds“〉ないしは「参加基金」（，，Beteiligungs£onds“〉をどのようにして形成し，
管理・運営するかが極めて重要な問題点である。この問題点をめぐって展開さ
れた議論特に F.ピルツ（Pilz）の議論によれば，「参加基金」はここでは次の
3つの点に要約して示すことができる。
(1) 基金参加権と基金の組織
基金参加権（DieBeteiligungsrechte）は企業者連合会（経営者団体〉から創
設される機構である「中央基金」（Zentralfonds.ツェントラールフォー。〉へ委
譲される。この中央基金は地方の組織である各「地方基金」（regionaleFonds) 
(50) Pilz, F., a. a. 0., S. 108. 
(51) Pilz, F., a. a. 0., SS. 110-113. 
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??? 、?
に中央基金の株式を配分する。各地方基金は新たに7年間の凍結期間を明記し
た参加証書（Beteiligungszertifikate）を年間課税所得が独身者には36,000マ
ルクまで，既婚者には48,000マルクまでの全労働者に配分するとしづ機構にな
っている。各地方基金は相互に競合しない機構であり，個々の基金の場合に包
括されている有資格関係者数に相応する中央基金の一部を所有する。
これに対して， ドイツ自由民主党（DieFDP）はこのような基金の組織とは
異なる基金組織を提示している。同党の提案によれば，労働者が生産財産の増
加に参加する権限を地方分権的な基金で管理しなければならない。この基金の
組織は，政府の支配下に置かれ，できるだけ既存の銀行組織および貯蓄銀行組
織に取り付けられる地方の独立した相互に競合する投資会社（Anlagegesellsc帽
haft）でなければならない。
このようなドイツ自由民主党の提案の主旨と比べれば， ドイツ社会民主党の
主旨は相互に競合しない基金を設立することにあるから，基金の管理に当って
はこの基金に委託された資本財産からできるだけ利子を生むように管理する余
地は僅かしか残っていないことになる。基金が経済的根拠のない投資政策を遂
行すれば，基金の参加価値は低下し，資本家と労働者の2つの社会階級の財産
を減少させるであろう。従って，労働者にとって「参加証書」はほんの少しの
魅力があるだけである。この点は大きな問題点である。
(2) 基金収益の投資
基金から取得する配当などの流動資産は年次収益によって「中央基金」に集
められるが，この流動資産は優先的にインフラストラクチュア投資すなわち一
種の公共投資の資金を調達するための公債で出資されるべきものである。従っ
て，基金のその流動資産は，配当から取得することができるが，納税義務のあ
る企業の減価償却それ自体からは取得することはできなし、。この点は課税対象
．税率と課税技術上の大きな問題点である。
(3~ 基金の管理による勢力要因
参加証書の配分は，労働者1人につき年間200マルクであり，これは相対的
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に少ない額である。しかし，長期的観点からみれば，資本財産を通じて合法と
認められる「共同決定」（，，Mitbestimmung“〉の基本理念が重要であるから，
労働者が団結すれば，労働者全体の参加証書の年間配分額は相当な額となるで
あろう。
「参加基金」すなわち財産投資会社は超経営的財産参加によって得られる参
加証書と現金を管理するO この財産投資会社は，法律上の会社形態では，有限
責任会社であるが，公法的，共同経済的，組合的な性格の会社であり，いわば
民間の金融機関と信用機関を統合したような会社である。参加資格者はこの会
社を自由に選んで，株式すなわち特殊な財産の株式所有権と財産投資会社の利
子（収益〉を書き込んだ基金証書を所有することができる。
同
この他， 「基金」についてはいろいろな問題点があるが，ここではこの程度
にして「基金」を詳説したときに改めて問題点を指摘したい。
4. 個人の財産形成と集団の財産形成に関する議論
財産分配政策をめぐる議論の第4の分野は，国家，経営者団体，労働者団体，
新教と旧教の教会などのより大きな集団の財産形成（kollektiveVermδgensb-
ildung）に関する議論である。この議論の出発点は，次の少なくとも 2つのこ
とである。
1つの議論は，個人の平等な財産分配を主張する者からみた不平等な分配状
(I.) 
態の存在を大きな問題としている。この議論の論点は多数の論者の見解にもと
づし、て要約できるが，ここでは K.H.ピッツ（Pitz）に従って次のように整理
(52) Pilz, F., a. a. 0., S. 114. 
ω 「基金」の管理にはし、ろいろな問題点があるが，特に労働組合による管理には潜在
的な危険が存在していることが次の文献で指摘されている。 Pitz,K. H.ハ，Uberdie 
potentiellen Gefahren der {groBen Lるsung}des Vermるgensproblemsfir die gew-
erkschaftliche Lohnpolitik“， Gewerkschaftliche Monatshefte, 21. Jg., 1970, SS. 584 
-589. その場合でも「基金は公共的利害それ自体の参加の下で労働者によって管理
される」必要があるという見解もある（Schlotter,H. G., a. a. 0., S. 45.）。
(54) 例えば，次の文献で検討されている。 Andersen,U., a. a. 0., S. 114. Preiser, E., 
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し，要約して示すことができる。すなわち， 「生産過程の成果は再分配の諸施
制
策によって多かれ少なかれかなり修正されなければならなし、」ということであ
る。このことは，集団の財産形成を擁護する立場の者からみれば，最善の場合
には生産過程の成果は修正することができるが，その根本原因それ自体を変え
ることはできないと思われるO 西ドイツにおける現在の財産分配の不平等の根
本原因は，生産財産に占める私有財産（Privateigentum）がこれと結びついた
可処分力とともに存在するとし、う事実に関する E.プライゼル（Freiser）や
c.フェール CFぬ1）の見解そのものであり， また，資本財産が利潤所得も取
得可能にするとし、う制度的規定そのものである。このこととならんで一般に生
産財産に占める再分配済みの個人の財産の所有に関する納得のゆく見方はあり
えないことが議論されているO 例えば，フェールと M.へニス（Hennies）が
名づけた社会政策的目的によれば，また，ボーレンの見解によれば，社会政策
（時
的目的は個人の財産所有を通じて達成できることであるが，この目的の内容を
納
ピッツは次のように要約している。すなわち，社会政策的目的は，① 人を強
a. a. 0., S. 23. Bosch, W., a. a. 0., S. 220. Molitor, B., a. a. 0., SS. 67ー 72.Bom-
bach, G., ,,Mδglichkeiten und Grenzen einer Verteilungspolitik", in Arndt, H. 
(hrsgふLohψolitikund Einkommensverteilung, 1969, SS. 809-837; Derselbe，“Lo・
hnentwicklung, SparprozeB und Kapitalbildung“， in Stiller, E., Lohnpolitik und 
Vermogensbildung, 1964, SS. 45-53. Coester, K., ,,Konkrete Ansatzpunkte einer 
Politik zur gleichmaBigeren Verteilung des Vermるgenszuwachses",in Arndt, H. 
(hrsgふa.a. 0., SS. 328-350. 
(5) Pitz, K. H., a. a. 0., S. 586. 
(56) Fるhl,C. und Hennies, M., Vermogensbildung in Arbeitnehmerhand, 1966, SS. 7 
-8. Bohlen, W., a. a. 0., SS. 12-13. これらの文献と同様な見解は次の文献にも示
されている。 Meinhold,H.’”Die Einkommensverteilung als wirtschafts-und ges-
ellschaftspolitisches Problem“， in Arndt, H. (hrsgふa.a. 0., SS. 24-52. Pilz, F., 
a. a. 0., SS. 80-83. Weddigen, W., ,,Zur Theorie der Wirtschaftslenkung und 
Sozialisierung“， in Weddigen, W., Untersuchungen zur sozialen Gestaltung der 
Wirtschaftsordnung, 1950, SS. 45-83, insbesondere S. 59, S. 73. 
6カ Pitz,K. H., a. a. 0., S. 584. 
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くすること，② 責任感のある人格を形成すること，① 人により多くの自主
独立性を与えること，④ 人に自由な領域を拡大すること，① 人に安全を与
えること，① 財産所有者としての自負を高めること，⑦ 高い程度の平等を
最初から保証すること，③ 労働の喜びを高めること，などであらわされる。
これらの社会政策的目的は，労働職場を人間的なものにする運動，男女差別の
解消，職業教育の改善，労使共同決定体制の一般化などを目的とした社会の広
範な分野の改善を意図している。しかし，実際にこれらの目的観の大部分が他
の方法で，例えば，より大きな集団の財産形成，職業教育などの理念や考えが
達成されるかどうかが問題である。
このことは議論の対象となっている論点でもある。このより大きな集団の財
産形成に関するもう 1つの議論としては，労働者の消費支出ないしは消費性向
が相対的に高いことを問題としている。この消費支出は景気の動向や可処分所
得の大小に左右されるが，将来の傾向としては減少していくとは思われない。
従って，労働者は不可能であるとしても永続的で処分可能な生産財産を所有し
ようとする。この解釈の結果として当然生産財産の部分的社会化あるいは完全
な社会化に関する要求が高まるであろうし，これに対応して広範に策定された
ω 
共同決定構想が必要になるであろう。この場合の企業における共同決定権はこ
の企業の資本財産や行動には依存しないものである。労働者はこのようにして
「経済の民主化」を図り，生産要素の配分だけではなく生産成果の分配も民主
的な投票過程に委ねたいと思うであろう。
この議論に関連して西ドイツの「生活の質」については， 1972年にドイツ社
会民主党のドルトムント大会で次のことが考えられた。 「生活の質」の向上あ
るいは個人の豊裕と公共の貧困との関係を明らかにするために，既述の「労働
者の財産形成促進」の効果も作用して労働者の生活水準も上昇した。このこと
は生活そのものの内容に関する基本的な考え方を変化させた。生活の質的向上
(58) Jaeger, K., a. a. 0., S. 684. 
愉 Berichteiη Dortmunt 1972. 
を目指すことは， 1970年代までは個人所得額の大小だけを生活水準の測定基準
としてその量的拡大を優先原理としていたが， 1970年代に入ると成長経済は必
要であるという考え方と成長経済による環境汚染は科学技術の適用によって解
決可能であるとしづ考え方を背景として，単なる物質的消費水準の上昇だけで
ω 
なく生活内容の豊能さに政策の重点が置き変えられてきた。このような生活内
容の豊鏡さは，個人の家庭生活だけを対象とするにとどまらず，労働者の地位
の向上をあらわす「労働復権的な運動」として構造的・長期的な傾向を辿りな
がら，国民総生産のうち既述の社会政策的目的に向けられる部分の増大を財政
支出の相対的な増大とし、う構造的形式でもたらせてきたのである。
以上の 4つの財産分配政策論議の論点と問題点の他に，労働者の財産形成を
実現するためには，その論議全般にわたる問題点も明らかにする必要があると
考える。西ドイツではどの政党も経営者や労働者の大低の団体も広範な分野で
より大きな財産を管理することが極めて重要な政策課題であるとみなしてい
る。しかし，多数の団体は，より大きな財産の管理に異論や反論を表明して，
財産の広範な管理の妨げになる既述のような価格の転嫁，投資性向の低下，経
済成長率の低下などの困難を強調するとともに，財産形成のための諸施策に危
険（Risikめがあるかどうか，他の目的に比べて相対的に重要であるかどうか，
などを考慮してそれらの困難を排除しようと意図している。確かにそのような
再分配の危険は，自由主義的観点からみれば， 目的設定が陵昧であることから
生じるものが多い。従って， 「どの程度まで」再分配されるべきかについては
いかなる納得のゆく説明もなされていなし、。この点は1つの問題点である。
さらに，財産分配をより平等に形成するために多様な観点から述べられる公
正さの議論は前述の問題点と同様な根拠で財産分配を次に高い段階へも導くこ
刷 出水宏一， 『戦後ドイツ経済史』，昭和53年， 72頁0
(61) 出水宏一，前掲書， 83頁。
(62) Ohm, H., Allgemeine Volkswirtschaftsjうolitik,Bd. IT, 4. Auflage, 1972, SS. 128ー
130. von Nell-Breuning, 0., Eigentumsbildung in Arbeiterhand, 1955, SS. 33-36. 
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とができるから，究極的にはそのときどきの財産分配状態と『万人に平等な財
産』（”gleichesV ermogen fur Alle“〉とし、う極端な状態との聞のあらゆる機会
紛
が財産分配政策の目的として考えられるであろう。このことから財産分配政策
の目的を是認することは「多数者の公然、とした要求のために少数者を排斥する
ことになり，いわゆる公正原則（Gerechtigkeitsprinzip）は，純然たる自由裁量
のための前壁 CVorwand fur reine Willkuのになり， より多数のうらやまれ
制
る身の人たちよりも少数の貧困者たちの手段になるであろう。」
このような見方をすれば，財産分配政策の目的は相対的な重要性をもってい
ないことになる。このことは何よりもまず次のことにもとづいているO 所得や
財産の再分配という目的は，過去100年間西ドイツでは国内政策の重要課題で
あったが，その「社会的実現」（”sozialeRealisation“）が終了していないかも
しれないが終了したとしても，今日でもやはり財産分配政策の有力な目的であ
(6.1) 
仏政策的緊急性をもつものである。しかし，所得の増加につれて物質的な苦
難と貧困が減少すれば，このことは「人道主義的価値から社会的公正の目的を
事申
奪いがちである」としづ批判がある。その上，財産分配政策はその恩恵を受け
る労働者には殆ど1つの明白な利点ももたらさないことになる。経済的な共同
決定は生産財産への参加を通じてなされるが，労働者の手元には基金証書だけ
和市
が残るにすぎないからである。この点も社会階級全体の利害を調整し，政策目
的の調和を図る際の極めて重要な問題点であるO
(63) von Arnim, H. H., a. a. 0., S. 252. 
側 vonHayek, F. F., Die Verfassung der Freiheit, 1971, S. 398. 
(65) von Arnim, H. H., a. a. 0., S. 252. 
側 Giersch,H.パ，RationaleWirtschaftspolitik in der pluralistischen Gesellschaftヘ
也 Schneide：τ，E.,Rationale Wirtschaftspolitik und Plannung in der Wirtschaft 
von heute, 1967, SS. 110-123, insbesondere S. 113. 
6司 Willgerodt,H., Bartel, K., Schillert, U., a. a. 0., S. 298. 
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国 財産分配政策の政策的意義
1. 合理的な財産分配政策であるための3つの要件
財産分配政策が経済政策の 1つとして政策的意義をもつためには，財産分配
（的
政策は「合理的」（”rational“〉でなければならなし、。そうであるためには， H.
ミ一ルハイム（Mie
つの合理性の要件が必、要で、ある O
第 Hこ，財産分配政策の認識にもとづいて追求すべきより公正な財産分配を
明白に定義した財産分配政策の目的が予め与えられることである。
第2に，この目的設定を効率的にさせる財産分配政策の手段が投入されるこ
とである。
第3に，実践された財産分配政策の施策の成果が財産分配の達成によって確
かめられることである。
これらの 3つの要件から財産分配政策の認識は政府（国家〉の手段を有意味
に投入するための基本的前提で、あることがすぐにわかる。
第1の合理性の要件は，財産分配を認識することに何よりもまず大きな意、義
があるということである。財産分配政策の目的に即した西ドイツの財産分配額
は概しでかなり高額であるO 逆に，財産分配を認識していない場合には，財産
分配政策にとって次のような 3つの大きな欠点がある。
(1) 政府の立場は，財産の水準とその分配が政府の施策の影響を受けるべき
であるとしても，個々の職業別・所得階層別財産の水準もこれらのグループに
おける個人の財産の分配もわからないという欠点がある。しかも，企業の無理
な資金調達をもたらせた貨幣改革，租税上の特典（Steuervergi.instigungen), 
側 Giersch,H., Allgemeine Wirtschajまspolitik,1961, S. 22. 
側 Mierheim,H. und Wicke, L., Die personellen Vermogensverteilung, 1978, S. 1. 
(70) Bundesminister fir Arbeit und Sozialordnung, a. a. 0., S. 91. 本誌前号の小論
127頁の第 2ー 1表。
仰 Mierheim,H. und Wicke, L., a. a. 0., S. 2. 
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財産集中の原因となる大きな所得集中，この集中によって大きく異なった貯蓄
倒率などによって，財産分配が望ましい方向に発展していかなかっ t~3）ことには同
意がなされているが，財産分配の事後的な事実については一般に「陵昧な考え
方」（，，nebuli:iseVorstellungen“〉だけが存在している。
（劫財産分配政策の目的は精確にあらわされていなかったという欠点があ
る。例えば， 1958年の貯蓄プレミアム法（Sparpramiengesetzvom 7. Marz 
1958）には， 「広範な人口層の中で個人の貯蓄意欲を意識的かつ持続的に増進
（司
させることは重大なことである」と明記されている。
(3~ 財産分配政策の目的が的確に把握されるならば，その目的が実現したか
約）
どうかを検証することはできるが，明白な財産統計がなければ，財産分配は財
産分配政策の諸施策にもとづいて平等にあるいは不平等になっているかどうか
ね）
を確かめることはできないという欠点がある。従って，財産分配が公正観に対
応する限りでは，財産分配政策の政策決定者ないしは政策遂行者はし、かなる資
料も自由に扱うことができなくなる。
これらの 3つの欠点、は次のように解釈することができる。この解釈は第2の
合理性の要件に関連することである。すなわち，財産分配の認識をもたなけれ
ば，何を「十分に公正な財産分配」（“ausreichendgerechte Vermi:igensvertei-
lung) とみなせばよいかを政策的に決定する 1つの客観的基礎を欠くことに
（刈
なる。従って，財産分配政策に投入された極めて高い水準の手段の場合には，
側 Bosch,W., a. a. 0., S. 71. Bundesminister fir Arbeit und Sozialordnung, a. a. 
0., S. 19, S. 55, S. 57, S. 89. SS. 115-137. 
031 Bohlen, W., a. a. 0., SS. 24-25. 
仰 Engels,W., Sablotny, H., Zickler, D., a. a. 0., S. 11. 
(75) Mierheim, H. und Wicke, L., a. a. 0., S. 2. 
06) Bundestagsdrucksache, III/263, 1958, S. 4. 
。カ Mierheim,H. und Wicke, L., a. a. 0., S. 3. 
開 Wicke,L., ,,Erhohung der Effizienz der Vermるgenspolitikin der Bundesrepublik 
Deutschland“， Zeitschrift fur Wirtschafts-und Sozialwissenschaft, Bd. 97, 1977, SS. 
261ー 287,insbesondere SS. 262-263, SS. 271-272. 
(79) Mierheim, H. und Wicke, L吋 a.a. 0リ s.3. 
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その成果の統御がなされ，その手段投入の「効率」を他の政策課題と比較する
ことはできなし、。
第3の合理性の要件は，財産分配の十分な達成も合理的な財産分配政策の基
t目）
礎として次の目的設定をもつであろうということであるO このことは，職業
別・所得階層別財産水準の確証が必要であり，従って，ある特定の財産額が職
業別・所得階層別の個人世帯〈家計〉に占める割合は家計の社会構造や社会学
的資料，ローレγツ曲線による財産集中尺度などから決定される必要があると
いうことである。
このような合理的な財産分配政策の最小限度の前提にもとづいて財産分配政
策活動に伴う目的設定と投入される手段を考慮すれば，明白な財産分配政策の
目的設定は政策的決定によって予め与えられるであろう。さらに， 「他の社会
政策的必要性にも注目すれば，実効的で合理的な財産分配政策の活動領域は新
しく決定されなければならない。」
2. 財産分配政策の政策的意義
財産分配政策が前述のような「合理性」をもっ場合には，財産分配政策はど
のような政策的意義をもっているかを前節に関連させて箇条書的に検討する。
まず第1に， 1960年代の半ばごろまで「陵昧な考え方」しか示されていなか
った財産分配政策論議に最初の光明を与えたのは，既述のように，西ドイツに
おける『労働者の超経営的収益参加Jに関するクレレ，シュンク，ジープケの
共同研究であるO この研究は西ドイツの財産構造に偏りのあることを明らかに
した。その結果，その財産様式に関する分配をより平等にするためには，財産
分配政策が必要であるとしづ議論が生まれた。この議論によって財産分配政策
の認識が生じた点に財産分配政策の 1つの政策的意義がある。
第2に，財産分配政策は，財産それ自体の概念を明確にさせ，財産調査を的
確にさせ，ひいては財産税の課税対象や税率を規定させるとともに，所得，財
側 Wicke,L., a. a. 0., S. 274. 
(81) 羽Ticke,L., a. a. 0., S. 285. 
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産，消費の任意、抽出調査では把握できない財産様式や財産の諸形態を導入して
いる点に財産分配政策の政策的意義がある。
第 3に，財産分配政策は社会経済的な財産管理分析に役立つという点にその
政策的意義がある。 「社会階級聞の財産の不平等は幾分かは所得不平等に対応
するし，この命題に関連する考え方として，所得に関していえば，大きな財産
制
額は趨勢的にみて平等に分配されていないJとし、う考え方を支持するのに財産
分配政策が役立つからであるO
第4に，第1点～第3点に関連して，財産集中の原因と危険について本格的
な論議が展開され，とりわけその危険を回避するために，政策面で諸施策が実
践されているが，この点をみただけで、も，財産分配政策は所得や財産の「所有政
制 （邸）
策」（，，Eigentumspolitik“〉，「体制安定化」（”Systemstabilisation“〉，「共同決定
倒 Engels,W., Sablotny, H., Zickler, D., a. a. 0., SS. 163-164. 
「財産」の概念については，既述の概念の他には，例えば，次のような概念も示さ
れている。 ミー ノレハイムとヴィッケは， 「財産とは家屋およひ、土地の財産を含む個人
あるいは個人世帯（家計〉が自由に処分できる生産財と債務を除いた貨幣価値であら
わされる請求権との総体である」と定義する。 Mierheim,H. und Wicke, L., a. a. 
0., S. 14. Wicke, L., Verm?igensverteilung und schleichende Inflation, 1975, S. 21. 
A.オーベルハウザー（Oberhauser）は，収益財産（Ertragsvermogen）あるいは狭
義の財産（Vermるgenim engeren Sinne）として土地，建物，生産財，証券，貯蓄債
権およびその他の債権（特に生命保険に対する請求権）を含める財産様式（Vermるg-
ensarten）が重要であると考える。 Oberhauser,A., Finanzpolitik und private Ver-
mogensverteilung, 1963, s. 14.この他にはボッシュ（Bosch），モリトー ル（Molitor),
アンデルゼン（Andersen）などが「財産」の概念を考察している。文献は前掲書の
ものが該当する。
¥83) Engels, W., Sablotny, H., Zickler, D., S. 167. 社会的市場経済秩序の下で所得分
配や財産分配を決定する政策者は，より平等な財産分配を実現させるために財産政策
的行動をするが，現実的な財産分配政策の構想、やモデ、ルを4つの主要な類型で明示し
ている（前号の拙稿， 135頁。〉。
ω 例えば，次の文献で示されている。Kiing,E., Eigentum und Ei gentumspolitik, 1965, 
SS. 28-42. Michel, H., Eigentumspolitik一一Voraussetzungenund 1Vz・rkungenaus 
psychologischer Sicht, 1962, S. 108. ミヒェルは財産集中の根本原因を心理学的観点
から分析することによって新しい所有政策を提示している。
制 シュロッターによれば， 「体制安定的な財産政策」は経済的自由（Wirtschaftsfre-
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政策」（，，Mitbestimmungspolitik“〉などとともに「経済民主化」（，，Wirtschafts圃
伽 ol王ra
倒
sbildung des Arbeitnehmer“）を支える重要な思想となっているO この点に財
産分配政策の思想的意義があり，そこにその重要性が秘められている。
第5に，国民の少数の富裕者へ財産が集中しているのは，グライツェの表現
” を借りれば，「社会病の状態」（”sozialerpathologischer Zustand‘つであり，こ
の克服こそが社会的市場経済秩序を維持する根幹であると労使ともに考えて，
例えば，既述のような投資賃金計画論や超経営的利潤参加論を唱導してきた。
これらの論議には反対論もあるが， とにかくすべての政党（特に DieCDU, 
Die SPD, Die FDP），労働者団体〈特にドイツ労働総同盟 DGB），経営者団体，
旧教と新教の教会，学者などの施策や報告書において，財産分配政策の具体的
な目的問題とその手段問題が明確にされ，実際に一部では財産分配政策の目的
と手段が実践されている。この点にも財産分配政策の実践的意義があるO
iheit）や経済的公正（Wirtschaftsgerechtigkeit）を要求するものである（Schlotter,
H. -G., a. a. 0., SS. 93-100, insbesondere S. 98.）。 体制を安定化させる財産政策
は6つの要素から構成されるが，現行の財産形成のための諸構想ではこれらの要素は
組み合わされて 1つ（すなわち利潤〉になり，この利潤をどう扱うかとし、う問題に深
く係わっている cs.99.）。
側例えば，財産分配政策に関連する文献として次の文献を挙げるにとどめるが，多数
の文献がある。 Kupper,H. -Uリ Grundlageneiner Theorie der betrieblichen Mitbe-
stimmung, 1974. Vetter, H. 0., Mitbestimmung一一！dee,Wege, Ziel, 1979. Tegtmeier, 
W., Wirkung der Mitbestimmung der Arbeitnehmer, 1973. 
（出例えば，次の文献で示されている。 Graetz,W., Demokrαtisierung der Wirtschaft 
durch Mi・tbestimmung一一Moglichkeitenund Grenzen eines Postulates in der Unt・－
ernehmu咋， 1974. von Alemann, U. (hrsgふ Partizi pation-Demokratisierung-
Mitbestimmung, 2. Auflage, 1978. 
側 ブリー フスの見解によれば， 「労働者の財産形成」理念は社会保険，共同決定に次
ぐ第3の偉大な理念であることが強調されている。 Briefs, G., Das Ge叩 ＇erkschafts・
problem gestern und heute, 1955, S. 86. 
(89) Gleitze, B., a. a. 0., S. 3. 
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第6に，財産分配政策の根底となる財産形成が労働者に有利な所得分配の前
提で、ぁ；：ところに財産分配政策の政策的意義がある。既述のように西ドイツ
における所得分配や財産分配の現状は決して満足すべき状況にはない。この所
得や財産の不平等は，財産の集中，従って，財産所得に由来すると考えれば，
根本的に平等な所得分配や財産分配を実現するためには，次の少なくとも 2つ
の可能性ないしは方法があるO
1つは，国民所得の分配に当って労働者の賃金分配率に有利に改変しようと
する方法であるO 間接的には，労働者の所得の増加に伴いその貯蓄能力も増大
するから，広範囲にわたる財産形成も促進されるであろう。もちろん労働者の
「貯蓄能力J(,,Sparfohigkeit“〉や「貯蓄準備」（”Sparbereitschaft“〉とならん
で既述の財産形成法の枠内における労働者の「貯蓄行動」，「貯蓄動機」も財産
形成に入ることであるから，賃金分配率の上昇は可能であろうし，制限付きで
広範囲にわたる財産形成を増大させることもできるであろう。
もう 1つは，そのような所得の機能的分配の代りに，直接的には財産の分配
に結びつけ，財産，従って，財産所得をより広範にもたらそうとする方法であ
側
る。
第1の方法を優先的に採用するのは労働組合である。労働組合の最も重要な
計画の 1つは，賃金分配率の上昇としづ方法で所得分配や財産分配を労働者に
有利にすることであるO この方法に企業者は反対するから，資本と労働との分
配闘争は基本的には経営者と労働組合の闘争であると解釈することができる。
側 Fるhl,C. und Hennies, M., a. a. 0., S. 7. 
。1) Fricke, D., Das Sparverhalten der privaten Haushaulte in der Bundesre戸tblik
Deutschland, 1972, S. 25. フリッケは個人世帯の貯蓄行動を実証的に検討している。
(92) Brandt, F., Peter, R., Werth, M., Das Sρarverhalten der Arbeitnehmer im Rahmen 
des Vermogensbildungsgesetzes, 1972, SS. 21-25, SS. 109-112. 
(93) von Arnim, H. H., a. a. 0., S. 245. 
。 Schumacher,E.，円Aspekteder gewerkschaftlichen Vermogensbildungsdiskussion", 
Gewerkschaftliche Monatshザte,23. Jgリ 1972,S. 27. Markmann, H., ,,Wirtschaf-
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この闘争は協約自治の原則（Tarifautonomie）の枠内で賃金所得の増加を決定
し，労働法上の闘争手段で利害を遂行し，相手側に無理に容認させようとする
ものである。この場合，両者の相対的な勢力と実行力は根本的には雇用状況に
依存する。分配闘争は他の経済政策目的に直接的かつ決定的な影響を及ぼすも
自由
のであるから，その勢力争いからどのようなことが生じるかが問題であるO
労働組合が分配闘争において名目賃金所得を増加させ，賃金分配率の上昇を
図ろうとする分配政策目的は，物価安定とし、ぅ政策目的と競合することにな
納
る。生産性を上回る賃金の増加は企業の生産費を増加させ，超過需要をもたら
せる。企業は費用の押し上げと需要増大によって生産量を制限しなくても物価
を上回る賃金にも対処できるO 物価上昇のため，企業者利潤も急増するから，
賃金分配率の上昇に関しては最終的には殆ど何も得られないであろう。しか
し，労働者が増加した賃金所得の一部分を消費財に支出しないで、貯蓄すれば，
物価上昇の危険はかなり小さくなるであろう。この消費財需要がなければ，企
業側で賃金費用の増加を生産物価格に転嫁することは妨げられるであろう。従
って，賃金分配率が上昇する機会には，労働組合はその組合員の利害を考慮す
るから，労働者は増加した，しかも再分配された所得部分を支出しないで貯蓄
するような万端の備えをする必要があるO このような再分配された賃金所得の
増加は，資本所有者の利子予想を次第に低下させるし，企業者の投資準備を縮
tliche Bestimmungsgriinde der Lohnbildung aus der Sicht der Gewerkschaften", 
in Arndt, H. (hrsg.), a. a. 0., SS. 756-776. 
(95) Ehrenberg, H., ,,Gewerkschaftliche Einkommenspolitik in der sozialen Marktwi・
rtschaft", in Lenz, F. (hrsg.) in Verbindung mit Fるhl,C. und Kohler, C., Beitriige 
幻trW irtschajt-und Gesellschaβsgestaltung-Festschnft fiir Bruno Gleitze zum 
65. Geburtstag am 4. August 1968, 1968, SS. 333-350; Derselbe, Verm?genspolitik 
fiir die siebziger Jahre, 1971, S. 29-33, SS. 54-58; ドイツ労働政策研究会訳，
『70年代の財産政策』，昭和52年， 43-47頁， 88-94頁0
(96) P£romm, H. -A., Einkommenspolitik und Vertei・lungskonflikt,1975, SS. 127-176. 
納 vonArnim, H. H., a. a. 0., S. 245. Pfromm, H. -A., a. a. 0., SS. 121-122. 
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小し，雇用状況もある程度悪化させるであろう。しかし企業における財産形
成手段は既述の「投資賃金」と「利潤参加」であるとみなせば，そのような雇
用への負の効果が生じるであろう。
第2の方法からも所得分配政策はできるだけ財産政策の一環として追求され
るべきであろう。すなわち，高額所得者はその所得の大部分を低額所得者より
も多く貯蓄し，他方ではマクロ的には経済成長に必要な投資のための資金調達
が保証される。従って，平等な所得や財産の分配ではマクロの総貯蓄が減少
し，経済成長率が低下するO 所得や財産の再分配を行うためには，総貯蓄はイ
ンフレーションのない投資資金調達の前提として保証されなければならない。
この観点からも，再分配された所得部分が貯蓄されることは，このことだけを
みても財産を形成する万端の準備となる。労働組合が勢力の投入によって賃金
分配率を上昇させようとする行動は，貨幣価値の安定と経済成長の 2つの余
りにも大きな危険が生じなければ，財産形成賃金（Vermogensbildungslohn)
以外の財産形態、の方法を導くことを目的としたものでなければならなし、。財産
分配政策の戦略的要因は「労働者の財産形成」であると思われるから，その
方法でのみ労働組合の求めようとした財産分配政策的成果が実現されるからで
ある。このような財産形成政策における財産再分配の理念はおそらくある特
定の秩序政策的概念（ordnungspoli tisches Konzept）にもとづいているのであ
ろう。
第 7点は，財産分配政策は財産それ自体を安全（Sicherheit）と自由（Freiheit)
を保証するものとして管理する点に財産分配政策の政策的意義がぶl~~
西ドイツで、は財産形成の概念の根源は個人財産の所有において個人の自由の
経済的基礎，従って，人格の形成と陶冶の経済的基礎をあらわすドイツ観念論
側 Krelle,W., Schunck, ]., Siebke, ]., a. a. 0., SS. 72-73. 
側 vonArnim, H. H., a. a. 0., SS. 246-247. 
川 Ehrenberg,H., a. a. 0., 1971, SS. 33-35；邦訳， 49-53頁o
t叫 Preiser,E. und Hennies, Mリ a.a. 0., S. 10. 
同 vonArnim, H. H., a. a. 0., SS. 247-278. 
??
(deut 
全と白主独立を個人に付与するもので、あるが，自由は少数の財産所有者の特権
としてもたれるべきものではないとすれば，できるだけ多数の人々に財産を与
えなければならなし、。この意味で今日の直接的かつ論理的な方策はより広範に
管理された財産形成をもたらせる構想である。この解釈は極めて重要である。
財産で媒介された自主独立は他面再び経済的で政治的な責任を引き受けるため
の前提とみなされるからである。しかし国民の大多数を占める財産の非所有
者は一般的な政治領域でも経済領域でも第2義的な社会階級であるとみなされ
ている O この場合，市民的観念論的指導像と民主的な基本概念とは明らかに矛
盾している。この矛盾を克服することは，個人の自由と人格の形成・陶冶の前
提となるだけでなく，民主的な法律で規定しているようなより広範に管理され
た財産の分配を創出させることになるO
しかし，今日の西ドイツでは財産が自由の経済的前提になるという意義の重
要性は失われている。多種多様な社会的安全は安全と自主独立の最小限度の規
準を保証するものである。財産はもはやより高い人格の形成と陶冶を達成する
ための前提で、はなし、。より広範な財産形成政策を自由と自主独立のありとあら
ゆる経済的前提がつくられる古典的観念論的議論として是認することは今日の
西ドイツでは色砲せているというのである。安全と自主独立の可能性が本来の
意味の財産によって本質的に増大することはなかなかありえないであろう。前
掲書の Einkommens-und Vermogensverteilung 1979によれば，個人世帯に
おける貯蓄動機と貯蓄目的に関する調査結果では，社会保障の恒常的改善にも
かかわらず，社会構造と当該の家計の所得水準とは無関係に，貯蓄動機の首位
にあることは扶養のためということである。これに対応して財産の安全および
自由の機能をもっ財産形成政策を多数の人々が推挙するのは，やはりこの政策
の諸構想ないしは諸計画の正当な根拠を是認しているからである。
U03) von Arnim, H. H., a. a. 0., S. 247. 
(1叫 Pilz,F., a. a. 0., S. 31. von Arnim, H. H., a. a. 0., S. 248. 
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第8に，生産財産は「共同決定財産」〈”Mitentscheidungsvermogen“〉として
管理なされるという点にも財産分配政策の政策的意義があるO 多数の人々が財
産形成を主張し，推挙するのは生産財産を仲介する決定権の配分を認めようと
するためであるO しかし，このことは貨幣財産に関連した企業財産の場合には
純然たる経済的な参加を認めないから，生産財産への直接的かつ法的な参加は
労働組合の組合員に類似した正当性を求めている。この種の財産分配政策の主
長者はその正当性を次の問題で取り扱っている。すなわち，大低の場合自主独
立で働いている大多数の者はそのような参加を，従って，引き受けるべき責任
を一般にもっているかどうかとしづ問題で取り扱っている。この問題は，観念
論の立場からみれば，否定される問題であるO やはり財産を所有し，形成する
者だけが政治的責任だけでなく経済的責任をも引き受ける前提をもっているよ
うに思われる。この点に対応して財産の非所有者ないしは市民が政治的選択権
を注視し企業的な決定にも唯一の責任を負わせてきたことがわかる。このよ
うな市民的観念論的指導像は政治領域でも長く支配的なことであった。このこ
とは，一般的で積極的な選択権が導入され，消極的な選択権は財産の非所有者
のために有効に作用したことを意味するO しかし，財産の非所有者が政治領域
で共通の利害関係に関する共同決定を通じて責任を引き受けるための権能をも
っと仮定すれば，生産財産をより広範に管理するとし、う主張を誰が支持するの
であろうか。この主張は個人の特性を考慮することによって経済的共同決定を
否認するからである。この主張の思考過程を問題にすれば， 1つの共同決定は
労働力を可能にさせるし他方で個人の特性を考慮していけば，共同決定が否
認されることは明らかである。
以上のような少なくとも 8つの政策的意義を財産分配政策はもっていると考
える。
UO¥) Muszynski, B., WirtschafよlicheMitbestimmung zwischen Konflikt-und Harmo 
niekonzeptionen, 1975, SS. 194-200, SS. 217-218. 
川 vonArnim, H. H., a. a. 0., SS. 249-250. 
- 49 -
????? ??
IV む す び
前節までにおいて，西ドイツにおける財産分配政策をめぐる論議を4つの類
型に分けて，それぞれの議論を整理し，その論点と問題点を明らかにした。
西ドイツにおける財産分配政策は，労働者の財産形成を促進するための長期
的な諸構想にもとづいて実践されている極めて重要な政策であるO この財産分
配政策活動の成果は長期的見解によって評価されるものであるO
1960年代に策定された財産分配政策の手段は，一部には財産形成促進方式に
よって意図しない財産分配効果が生じたが，それでも確かに社会政策的目的設
定の意味をもっ再分配効果を対象とするものであった。このことは財産集中に
関する政策論議において常に問題にされることであるO この論議では重要な財
産様式すなわち生産財産であっても再分配の 1つの説明であるにすぎなし、。こ
の他の財産様式特に土地と貨幣財産は財産分配の他の方式から生じる。その限
りでは，財産分配政策は過去における年々の分配成果を論難することはできな
くなるであろう。
財産形成の手段としては，貯蓄助長，投資賃金，利潤参加などが重要である。
とりわけ利潤参加には，プライゼルの見解によれば，次の少なくとも 2つの長
所があるO まず， 「直接的な利潤参加は徹頭徹尾財産政策の秩序政策的特色に
対応する。すなわち，利潤参加は労働者の労働組合における立場（Gehilfens司
tellung）を社会的諸関係の中で変更させる」としづ長所がある。この見解はヴ
ァイサーの考えに最も近いものである。このG.ヴァイサー（Weisser）の考えと
は，現実の経済社会における所有権秩序は社会的生産としづ認識に対応してい
ないから，生産過程の社会的性格じ対応するように法的秩序を改正して労働者
の立場を従来の企業における雇用者としての地位から資本参加者としての地位
(ton Preiser, E. und Hennies, M., a. a. 0 . S. G8. 
au&) Thieme, H. J., a. a. 0., S. 10.:!. 
aog) Preiser, E., a. a. 0., S. 48. 
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(Kapitalbeteiligungsstellung）に高めることが是非とも必要であるという考え
であるO さらに， 「労働組合員への労働者の昇進が利潤参加を通じてこの利潤
を投資に結びつけることができるような」利潤参加行動の経済的論理が明らか
になるとし、う長所がある。
それにしても，財産分配政策はその目的と手段を通じて平等な財産分配，従
って，その前提としての所得分配を長期的に実現していくことを基本目的とす
るものであり，所得と財産の分配面から西ド．イツ経済の諸目的に対応して経済
の安定的発展を図ろうとするものである。特に，失業とインフレーション過程
が労働者の貯蓄意欲にも貯蓄能力にも負の効果を与え，このことがさまざまな
財産分配政策の再分配効果を相対的に速く無効にさせてしまうことを考慮すれ
ば，財産分配政策の目的と手段は，現代資本制社会では避けることのできない
所得分配と財産分配の不平等を僅かでも改善することに役立ち，ひいては社会
の衰退と闘争の社会的摩擦を少しでも緩和することに貢献している。しかし，
この財産分配政策が妥当な目的と手段によって実践され，その分配効果を首尾
よくあげられるかどうかは，西ドイツ経済の政策当局が国際的には多難な国際
経済にどのように対処していくかどうか，また国内的には経済政策が「社会的
市場経済体制」における経済秩序（Wirtschaftsordnung）をどのようにして形
成・維持し，経済経過（WirtschaftsprozeB）をどのようにして安定化させ，さ
らに長期的な性格をもっ経済政策構想（Wirtschaftspolitische Konzeption）を
いかにして策定するかどうかにかかっている。 (1981. 1. 16) 
〈小論は昭和54年度科学研究費補助金による研究成果の一部である。〉
日10) Weisser, G.ハ，Eigentumsbildungund Mitverantwortung <lurch Arbeiter-unt-
ernehmern，“ Gewerkschaftliche Monatshザte,5. Jg., 1954, SS. 264-266; Derselbe, 
,,Verm凸genund Vennるgenspolitik“， in Bandworterbuch der Sozial叩 ise則的αift,
Bel. 1, 1961, SS. 163-165, insbesondere S. 16cl. 
Ul』 Preiser,E., a. a. 0., S. 48. 
（前号の拙稿の訂正箇所）「一一一一一一一一言τ一一一一一一一寸－一一一E一一一一1
I i2s頁とi26頁の iドレストナー 銀行」 ｜ドレー スデン銀行｜
I 136頁の「このよなI ｜このような ｜ 
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